
２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,710,075 1,675,966

売掛金 ※1  652,087 605,394

商品及び製品 6,739 6,303

仕掛品 14,704 29,056

原材料及び貯蔵品 338 403

前渡金 15,798 16,897

前払費用 30,036 36,973

繰延税金資産 68,413 58,608

その他 7,394 19,566

貸倒引当金 △7,853 △8,423

流動資産合計 2,497,735 2,440,746

固定資産   

有形固定資産   

建物 15,478 15,478

減価償却累計額 △6,959 △8,311

建物（純額） 8,519 7,167

車両運搬具 4,918 4,918

減価償却累計額 △2,616 △3,576

車両運搬具（純額） 2,301 1,341

工具、器具及び備品 323,872 374,685

減価償却累計額 △203,367 △261,246

工具、器具及び備品（純額） 120,505 113,438

有形固定資産合計 131,326 121,948

無形固定資産   

ソフトウエア 154,673 185,333

電話加入権 1,079 1,079

無形固定資産合計 155,752 186,412

投資その他の資産   

投資有価証券 76,440 148,375

関係会社株式 431,925 395,947

関係会社長期貸付金 23,940 18,110

敷金及び保証金 188,743 191,380

長期滞留債権 5,271 3,721

長期前払費用 5,000 11,681

長期預金 － 300,192

繰延税金資産 24,224 34,953

その他 4,695 4,545

貸倒引当金 △5,271 △3,544

投資その他の資産合計 754,970 1,105,362

固定資産合計 1,042,048 1,413,723

資産合計 3,539,784 3,854,470
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年９月30日) 

当事業年度 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 174,777 200,411

未払金 － 51,397

未払費用 58,005 64,196

未払法人税等 137,871 109,357

未払消費税等 10,584 2,520

前受金 134,546 145,119

預り金 4,592 5,144

賞与引当金 66,400 48,000

役員賞与引当金 10,000 8,000

返品調整引当金 4,823 3,283

その他 6,104 4,674

流動負債合計 607,706 642,105

固定負債   

その他 3,000 10,400

固定負債合計 3,000 10,400

負債合計 610,706 652,505

純資産の部   

株主資本   

資本金 277,375 277,375

資本剰余金   

資本準備金 284,375 284,375

資本剰余金合計 284,375 284,375

利益剰余金   

利益準備金 3,600 3,600

その他利益剰余金   

別途積立金 20,000 20,000

繰越利益剰余金 2,367,755 2,640,695

利益剰余金合計 2,391,355 2,664,295

自己株式 △24,027 △24,079

株主資本合計 2,929,078 3,201,965

純資産合計 2,929,078 3,201,965

負債純資産合計 3,539,784 3,854,470
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 ※2  3,347,496 ※2  3,331,253

売上原価   

製品期首たな卸高 13,249 6,739

当期製品製造原価 ※2  826,197 ※2  895,726

ソフトウエア償却費 57,482 70,452

当期商品仕入高 ※2  881,528 ※2  805,927

合計 1,778,457 1,778,846

商品期末たな卸高 － 13

製品期末たな卸高 6,739 6,290

売上原価合計 ※3  1,771,718 ※3  1,772,542

売上総利益 1,575,778 1,558,710

返品調整引当金戻入額 7,945 4,823

返品調整引当金繰入額 4,823 3,283

差引売上総利益 1,578,900 1,560,250

販売費及び一般管理費 ※1, ※2, ※3  988,727 ※1, ※2, ※3  989,970

営業利益 590,173 570,280

営業外収益   

受取利息 2,782 1,713

受取配当金 ※2  9,313 ※2  5,664

受取事務手数料 ※2  3,809 ※2  4,619

経営指導料 ※2  14,000 ※2  13,714

雑収入 2,516 8,087

営業外収益合計 32,421 33,798

営業外費用   

為替差損 1,046 1,185

雑損失 516 262

営業外費用合計 1,562 1,448

経常利益 621,032 602,630

特別損失   

固定資産除却損 ※4  597 ※4  4,062

子会社株式売却損 － 2,137

子会社株式評価損 － 15,000

投資有価証券売却損 － 941

投資有価証券評価損 － 27,113

減損損失 － 1,066

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,279

特別損失合計 597 51,599

税引前当期純利益 620,435 551,030

法人税、住民税及び事業税 264,801 237,364

法人税等調整額 5,082 △924

法人税等合計 269,884 236,439

当期純利益 350,550 314,590
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【製造原価明細書】 

  

 
  

(注) 

  

 
  

  (自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 
 

14,626 1.6 25,370 2.5 

Ⅱ 労務費 ※２ 295,294 32.9 314,466 31.0 

Ⅲ 経費 ※３ 588,369 65.5 674,261 66.5 

  当期総製造費用 
 

898,289 100.0 1,014,098 100.0 

  期首仕掛品たな卸高 
 

22,531 14,704 
 

合計 
 

920,821 1,028,802 
 

  期末仕掛品たな卸高 
 

14,704 29,056 
 

  他勘定振替高 ※４ 78,562 104,019 
 

  受注損失引当金戻入額 
 

1,358 ― 
 

  当期製品製造原価 
 

826,197 895,726 
 

  

 

 

 

 

(自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

 １ 原価計算の方法 

 当社の原価計算は、プロジェクト別実際個別原価

計算によっております。 

 １ 原価計算の方法 

同左 

※２ 労務費には、次のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 29,107千円

※２ 労務費には、次のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 20,414千円

※３ 経費のうち、主なものは次のとおりであります。 

外注費 93,082千円

情報使用料 331,176千円

地代家賃 32,499千円

減価償却費 28,683千円

※３ 経費のうち、主なものは次のとおりであります。 

外注費 165,860千円

情報使用料 340,131千円

地代家賃 31,977千円

減価償却費 35,361千円

※４ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

ソフトウエア 78,562千円

※４ 他勘定振替高の内容は次のとおりであります。 

ソフトウエア 104,019千円
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 277,375 277,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 277,375 277,375

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 284,375 284,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 284,375 284,375

資本剰余金合計   

前期末残高 284,375 284,375

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 284,375 284,375

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 3,600 3,600

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,600 3,600

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 20,000 20,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,000 20,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,058,856 2,367,755

当期変動額   

剰余金の配当 △41,652 △41,651

当期純利益 350,550 314,590

当期変動額合計 308,898 272,939

当期末残高 2,367,755 2,640,695

利益剰余金合計   

前期末残高 2,082,456 2,391,355

当期変動額   

剰余金の配当 △41,652 △41,651

当期純利益 350,550 314,590

当期変動額合計 308,898 272,939

当期末残高 2,391,355 2,664,295
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年９月30日) 

自己株式   

前期末残高 △23,883 △24,027

当期変動額   

自己株式の取得 △143 △52

当期変動額合計 △143 △52

当期末残高 △24,027 △24,079

株主資本合計   

前期末残高 2,620,323 2,929,078

当期変動額   

剰余金の配当 △41,652 △41,651

当期純利益 350,550 314,590

自己株式の取得 △143 △52

当期変動額合計 308,754 272,887

当期末残高 2,929,078 3,201,965

純資産合計   

前期末残高 2,620,323 2,929,078

当期変動額   

剰余金の配当 △41,652 △41,651

当期純利益 350,550 314,590

自己株式の取得 △143 △52

当期変動額合計 308,754 272,887

当期末残高 2,929,078 3,201,965
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【重要な会計方針】 

  

 
  

項目 (自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品及び製品、仕掛品 

 個別法に基づく原価法（収益性の

低下による簿価切下げの方法） 

原材料及び貯蔵品 

 最終仕入原価法に基づく原価法

（収益性の低下による簿価切下げの

方法） 

商品及び製品、仕掛品 

原材料及び貯蔵品 

同左 

 

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額に

ついては、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

販売可能な見込有効期間(３年

以内)に基づく定額法 

自社利用目的のソフトウェア 

社内における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

自社利用目的のソフトウェア 

同左 

 

 

 

 

 

 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

して回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 

(2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため支給見込額に基づき

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 

 

(3) 役員賞与引当金 

 役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため支給見込額に基づき計

上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

同左 

 

(4) 返品調整引当金 

 製品の返品による損失に備えるた

め、過去の返品実績率に基づく返品

損失見込額を計上しております。 

(4) 返品調整引当金 

同左 

 

(5) 受注損失引当金 

 受注業務に係る将来の損失に備え

るため、損失発生の可能性が高く、

かつ、その損失見込額を合理的に見

積もることができる受注業務につい

て、当該損失見込額を計上しており

ます。 

(5) 受注損失引当金 

同左 
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【会計処理の変更】 

  

 
  

項目 (自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

(自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

（受注制作のソフトウェアに係る売上高及び売上原価の

計上基準） 

 受注制作のソフトウェアに係る収益の計上基準につい

ては、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、

「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着手し

た受注制作のソフトウェアに係る契約から、当事業年度

末までの進捗部分について成果の確実性が認められるソ

フトウェア制作については工事進行基準（工事の進捗率

の見積りは原価比例法）を、その他のソフトウェア制作

については工事完成基準を適用しております。 

 これによる売上高及び損益に与える影響はありませ

ん。 

 

――――――― 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

（資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当事業年度の営業利益、経常利益はそれ

ぞれ248千円減少し、税引前当期純利益は1,527千円減少

しております。また、当会計基準等の適用開始により、

投資その他の資産の「敷金及び保証金」が1,527千円減

少しております。 

 

  

――――――― 
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【表示方法の変更】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

(自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

（貸借対照表） 

 前事業年度において独立掲記しておりました「短期貸

付金」（当事業年度5,728千円）については、資産の総

額の100分の１以下となったため、当事業年度において

は流動資産の「その他」に含めて表示しております。 

――――――― 

 

(自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

（売上高の計上方法） 

 従来、保守契約開始時に一括収益計上を行っていた法

人向けの保守契約に係る売上に関しては、金額的重要性

の高い長期の契約が増加していることから、当該契約に

ついては、当事業年度より提供期間にわたる契約の履行

に応じて収益計上を行っております。この変更により売

上高、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、そ

れぞれ28,357千円減少しております。 

――――――― 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 

  

前事業年度 

(平成22年９月30日)

当事業年度 

(平成23年９月30日)

※１ 関係会社に対する資産及び負債 

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 

 

――――――― 

売掛金 35,682千円

――――――― 

   

  

 

 ２ 偶発債務 

   下記の連結子会社の金融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行っております。 

 

株式会社エキスプレス・ 
コンテンツバンク 

48,610千円

(自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

 

 

  

役員報酬 55,200千円

給与手当 258,983千円

賞与引当金繰入額 37,292千円

役員賞与引当金繰入額 10,000千円

通信費 47,134千円

広告宣伝費 154,773千円

減価償却費 31,878千円

地代家賃 39,259千円

貸倒引当金繰入額 4,526千円

支払手数料 179,708千円

 

販売費に属するおおよその割合 75％

一般管理費に属するおおよその割合 25％

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

 

 

  

役員報酬 53,760千円

給与手当 261,992千円

賞与引当金繰入額 27,586千円

役員賞与引当金繰入額 8,000千円

通信費 48,281千円

広告宣伝費 148,305千円

減価償却費 34,357千円

地代家賃 37,286千円

貸倒引当金繰入額 5,582千円

支払手数料 180,064千円

 

販売費に属するおおよその割合 75％

一般管理費に属するおおよその割合 25％

※２ 関係会社に対する取引高 

売上高 108,884千円

当期製品製造原価、
当期商品仕入高、 
販売費及び一般管理費 

54,892千円

受取配当金 8,511千円

受取事務手数料 3,809千円

経営指導料 14,000千円

※２ 関係会社に対する取引高 

売上高 133,661千円

当期製品製造原価、
当期商品仕入高、 
販売費及び一般管理費 

85,893千円

受取配当金 5,112千円

受取事務手数料 4,619千円

経営指導料 13,714千円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 30,347千円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

40,342千円

※４ 固定資産除却損の内容 

建物 573千円

工具、器具及び備品 23千円

合計 597千円

※４ 固定資産除却損の内容 

 

ソフトウエア 4,062千円
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度（自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
  

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 178株 

  

当事業年度（自 平成22年10月１日 至 平成23年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
  

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 92株 

  

(リース取引関係) 

前事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)及び当事業年度(自 平成22年10月１日

至 平成23年９月30日) 

いずれの年度も該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成22年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  (注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式 

 (単位：千円) 

 
上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。 

  

(追加情報) 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。 

  

当事業年度(平成23年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 48,433 178 ─ 48,611 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 48,611 92 ― 48,703 

区分 貸借対照表計上額

子会社株式 431,925 
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  (注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

 (単位：千円) 

 
上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるもので

あります。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

区分 貸借対照表計上額

（1）子会社株式 380,947 

（2）関連会社株式 15,000 

計 395,947 

前事業年度 
(平成22年９月30日)

当事業年度 
(平成23年９月30日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

 

  

未払事業税 10,113千円

賞与引当金 27,018千円

研究開発費損金不算入額 34,574千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 4,280千円

たな卸資産評価損 8,615千円

その他 8,034千円

 繰延税金資産合計 92,637千円

 繰延税金資産純額 92,637千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  (繰延税金資産) 

  

未払事業税 8,279千円

賞与引当金 19,531千円

研究開発費損金不算入額 25,383千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,333千円

たな卸資産評価損 10,988千円

子会社株式評価損 6,103千円

投資有価証券評価損 11,032千円

その他 9,910千円

繰延税金資産合計 93,562千円

繰延税金資産純額 93,562千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  (調整) 

 

  

 

  

   

――――――― 

 

法定実効税率 40.69％

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

0.81％

同族会社の留保金額に係る 
法人税及び住民税額 

2.53％

受取配当金等の益金不算入額 △0.58％

その他 0.05％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.50％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率の差異の原因となった主な項目別の内訳 

 

  (調整) 

 

  

 

  

   

３ 決算日後の法人税等の税率の変更 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図

るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23

年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のた

めの施策を実施するために必要な財源の確保に関する

特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12

月２日に公布され、平成24年４月１日以降開始する事

業年度より法人税率等が変更されることとなりまし

た。これに伴い、当社の繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用される法定実効税率は、従来の

40.69％から35.64％に段階的に変更されます。 

 なお、変更後の実効税率を当事業年度末に適用した

場合、繰延税金資産が4,680千円減少し、法人税等調

整額が同額増加いたします。 

 

法定実効税率 40.69％

交際費等永久に損金に算入されない 
項目 

0.73％

同族会社の留保金額に係る 
法人税及び住民税額 

2.06％

受取配当金等の益金不算入額 △0.40％

その他 △0.17％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.91％
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(企業結合等関係) 

前事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)及び当事業年度(自 平成22年10月１日

至 平成23年９月30日) 

いずれの年度も記載すべき重要な事項はありません。 

  

(資産除去債務関係) 

当事業年度末(平成23年９月30日) 

当社は、事務所等の不動産賃貸借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債

務として認識しております。 

なお、当該資産除去債務に関しては、負債計上に代えて、不動産賃貸借契約に関連する敷金の回収

が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当事業年度の負担に属する金額

を費用に計上する方法によっております。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり当期純利益 

 
  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)及び当事業年度(自 平成22年10月１日

至 平成23年９月30日) 

いずれの年度も該当事項はありません。 

  

項目 (自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

１株当たり純資産額 562円59銭 615円02銭

１株当たり当期純利益 67円33銭 60円42銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 潜在株式がないため記載しており
ません。 

同左 
 

項目
(平成22年９月30日) 

前事業年度
(平成23年９月30日) 

当事業年度

貸借対照表の純資産の部の合計額 (千円) 2,929,078 3,201,965 

貸借対照表の純資産の部の合計額から控除す
る金額 (千円) 

― ―

普通株式に係る純資産額 (千円) 2,929,078 3,201,965 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数 (千株) 

5,206 5,206 

項目 (自 平成21年10月１日 
至 平成22年９月30日) 

前事業年度
(自 平成22年10月１日 
至 平成23年９月30日) 

当事業年度

損益計算書上の当期純利益 (千円) 350,550 314,590 

普通株式に係る当期純利益 (千円) 350,550 314,590 

普通株主に帰属しない金額 (千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数 (千株) 5,206 5,206 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券) 

その他有価証券 

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社 5,000 100,000 

株式会社ワイ・ディ・シー 50 17,500 

株式会社アールワークス 260 9,750 

株式会社ワイヤレスゲート 500 9,387 

イーツアー株式会社 150 3,500 

株式会社愛郷舎 40 2,000 

北日本マルチメディア放送株式会社 20 1,000 

東京マルチメディア放送株式会社 20 1,000 

中日本マルチメディア放送株式会社 20 1,000 

大阪マルチメディア放送株式会社 20 1,000 

中国・四国マルチメディア放送株式会社 20 1,000 

九州・沖縄マルチメディア放送株式会社 20 1,000 

長城コンサルティング株式会社 7 238 

計 6,127 148,375 
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【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

      工具、器具及び備品   サービス用サーバー等                      48,950千円 

   ソフトウエア      「乗換案内」の機能追加相当額             104,019千円 

               社内利用ソフトウエア                 11,751千円 

   その他         ソフトウエア仮勘定（ソフトウエア自社開発費用）    11,751千円 

   長期前払費用      サーバー等保守費用                  11,692千円 

２ 当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

     ソフトウエア      「乗換案内」の機能追加相当額                   36,468千円 

               マルチメディア関連の機能追加相当額           5,194千円 

   その他         ソフトウエア仮勘定（ソフトウエアへの振替）       11,751千円 

   長期前払費用      特許実施許諾料                     1,250千円 

               サーバー等保守費用                   3,761千円  

   なお、当期減少額のうち、(  )内は内書で減損損失の計上額であります。 

  

【引当金明細表】 
  

 
(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、前期計上額の洗替による戻入額2,073千円、債権回収

による取崩額587千円であります。 

２ 賞与引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、実際支給額との差額の戻入額であります。 

３ 返品調整引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、前期計上額の洗替による戻入額であります。 

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産     

 建物 15,478 ─ ─ 15,478 8,311 1,351 7,167 

 車両運搬具 4,918 ─ ─ 4,918 3,576 959 1,341 

 工具、器具及び備品 323,872 50,812 ─ 374,685 261,246 57,878 113,438 

有形固定資産計 344,270 50,812 ─ 395,082 273,134 60,190 121,948 

無形固定資産     

 ソフトウェア 237,028 115,771 
46,514 
(1,066)

306,285 120,951 79,982 185,333 

 電話加入権 1,079 ─ ─ 1,079 ─ ─ 1,079 

 その他 ― 11,751 11,751 ─ ─ ─ ─

無形固定資産計 238,107 127,522 
58,266 
(1,066)

307,364 120,951 79,982 186,412 

長期前払費用 5,000 11,692 5,011 11,681 ─ ─ 11,681 

繰延資産 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額 
(その他) 
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 13,124 8,242 6,738 2,660 11,967 

賞与引当金 66,400 48,000 59,812 6,587 48,000 

役員賞与引当金 10,000 8,000 10,000 ― 8,000 

返品調整引当金 4,823 3,283 ― 4,823 3,283 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」及び「当期回収高」には消費税等

が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 1,350 

預金 

当座預金 7,482 

普通預金 664,170 

振替貯金 78,873 

定期預金 923,117 

別段預金 972 

計 1,674,615 

合計 1,675,966 

相手先 金額(千円)

日本電気株式会社 25,504 

株式会社ＪＲ西日本ＩＴソリューションズ 19,320 

コンパスティービー株式会社 18,523 

富士電機株式会社 16,646 

株式会社ドン・キホーテ 13,576 

その他 511,824 

合計 605,394 

前期繰越高(千円) 
  

(Ａ)

当期発生高(千円) 
  

(Ｂ)

当期回収高(千円)
  

(Ｃ)

次期繰越高(千円)
  

(Ｄ)

 

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)

365

652,087 3,121,300 3,167,993 605,394 84.0 73.5 
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ｃ 商品及び製品 

  

 

  

ｄ 原材料及び貯蔵品 
  

 
  

ｅ 仕掛品 

  

 
  

品名 金額(千円)

商品 

パソコンソフト 
「筆まめ」 

13 

製品 

書籍 
「帽子の文化史 究極のダンディズムとは何か」 

3,211 

書籍 
「SharePoint 成功の道標」 

1,380 

書籍 
「僕が愛した歌声」 

1,173 

雑誌 
「表現者」 

221 

書籍 
「美味いビールは三度注ぎ！」 

214 

パソコンソフト 
「乗換案内」 

88 

計 6,290 

合計 6,303 

内訳 金額(千円)

「乗換案内」材料 ＣＤ－ＲＯＭ、収納ケース他 403 

合計 403 

内訳 金額(千円)

書籍 100 

乗換案内関連受託開発ソフトウエア 2,708 

その他受託開発ソフトウエア 26,247 

合計 29,056 
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ｆ 関係会社株式 

  

 
  

ｇ 長期預金 
  

 
  

② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  
  

銘柄 金額(千円)

（子会社株式） 
コンパスティービー株式会社 

59,246 

ゼストプロ株式会社 63,750 

株式会社エキスプレス・コンテンツバンク 235,951 

雑誌ネット株式会社 15,000 

きぼうキャピタル株式会社 7,000 

（関連会社株式） 
株式会社ラティオインターナショナル 

15,000 

合計 395,947 

区分 金額(千円)

定期預金 300,192 

合計 300,192 

相手先 金額(千円)

ＫＤＤＩ株式会社 51,484 

株式会社交通新聞社 25,456 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 24,919 

ゼストプロ株式会社 17,312 

東日本旅客鉄道株式会社 14,198 

その他 67,040 

合計 200,411 
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